
 

令和５年２月２４日に第１３２回組合会が開催され、令和４年度の変更事業計画 

及び予算並びに令和５年度事業計画及び予算が議決されました。 

 

●総括事項                                             

 

◆地方公共団体の数 

     

◆組合員数及び被扶養者数等 

    

  

市 町 村 一部事務組合等 計

11 11 19 25 66

令和5年度末推計（単位：人）

区　　　分 組合員数 被扶養者数 扶養率
（組合員1人当り）

一  般  組 合 員 12,403 14,263 1.15

（うち特別職） 79 77 0.97

短期組合員 8,810 3,260 0.37

市町村長組合員 41 49 1.20

特定消防組合員 1,591 2,991 1.88

長期組合員（特別職） 1 0 -

後期高齢者等
短期組合員

15 0 -

市町村長長期組合員 0 0 -

船員一般組合員 103 171 1.66

船員短期組合員 18 13 0.71

継続長期組合員 3 0 -

小　計 22,985 20,747 0.90

任意継続組合員 179 156 0.87

合　計 23,164 20,903 0.90

令和５年度 事業計画概況について 



◆令和５年度の財源率等一覧表 

 

 

 

●短期経理                                               

短期経理は、組合員の掛金と地方公共団体の負担金を主な収入として、組合員と

その被扶養者が病気やケガをしたときの医療費の支払い、育児・介護の休業及び災

害などに対して必要な給付を行う「短期給付」、高齢者医療制度（後期高齢者支援金

や前期高齢者納付金等）の「特定保険料」等を負担しています。 

令和４年１０月１日の地方公務員等共済組合法の改正に伴う被用者保険の更なる

適用拡大により、市町村等で働く非常勤職員の方が共済組合に加入となり、組合員

数が増加した影響もあり、令和５年度は、収入源である掛金負担金等の算定基礎と

なる標準報酬総額の上昇により、収入は増加する見込みですが、支出についても、

組合員及び被扶養者数の増加（組合員約８，８００名、被扶養者約３，３００名増）に伴

う医療給付及び休業給付の増加並びに高齢者医療制度等への納付金等の増加が

見込まれるため、結果として財源率を２．９０‰引き上げており、前年度に引き続き調

整基準率（５０‰）を超える厳しい財源率となっています。 

短期給付事業の安定的運営を確保するため、今年度も全国市町村職員共済組合

連合会からの調整交付金並びに特別調整交付金の対象組合として交付金を受けて

の厳しい財政運営となります。 

今年度も引き続き医療費の抑制に努めるため、増高要因の分析やレセプトの内容

注） 月例、賞与は同率となります。
介護保険料については、40歳以上64歳までの徴収となります。（65歳到達日の属する月の前月まで）
厚生年金保険については、70歳到達までの徴収となります。 （70歳到達日の属する月の前月まで）

追加費用については、4/1時点の在籍組合員が対象となります。

令和5年度　財源率等一覧表（見込み）

（単位：千分率）

区　別 短　期
介　護

（４０～６４歳）
厚生年金保険

（７０歳到達まで）
退職等年金

経過的
長期

保　健 業　務

1.89 1.89
4月  1,030円
5月～  950円

-7.5 7.5

組合員
種　別

掛　金 負担金
財調

負担金
公的

負担金
掛　金 負担金 掛　金 負担金

事務費
１人当たり
の 月 額

子ども
子育て
拠出金

産休者及び

育休者免除
負担金

組合員
保険料

所属所
負担分

基礎年金
負担金

掛　金 負担金

特 定 消 防

市 町 村 長

特 別 職

船 員 51.63

8.39 91.5 91.5 40.9

一 般 職

50.415 53.89
0.1

0.08
8.39

56.15

後 期 高 齢 者 2.80 2.80

-

- - - - - -

0.099

- 1.89 1.89 - -船 員 短 期 組 合 員 51.63 56.15

後期高齢者短期組合員 2.80

8.39
- - - - -

-

短 期 組 合 員 50.415 53.89
0.1

0.08
8.39

2.80 -

在 職 派 遣
53.89 0.1 （所属所） 8.39

91.5 7.5 0.099

-（職員団体） （職員団体） （職員団体） （職員団体） （職員団体）

8.39

91.5

91.5

40.9
7.5

7.5
専 従 職 員

50.415

53.89 0.1

1.89
3.6（派遣先） （所属所） （派遣先） （所属所） （派遣先）

（職員団体） （職員団体）
1.89

1.89

4月  1,030円
5月～  950円

3.6
0.08

8.39

（派遣先）
-

（所属所） （派遣先）
退 職 派 遣 - -

（派遣先） （派遣先）

追 加 費 用

厚 生 年 金 分 ： 令和5年4月1日の標準報酬月額(退職等) × 12か月 × 11.0 ‰
計

経過的長期分 ： 令和5年4月1日の標準報酬月額(退職等) × 12か月 × 1.1 ‰
12.1 ‰

最高
限度額

標準報酬
月額

短期(介護・保健含む)
     139　万円

（5.8万～139万円の50等級）

厚生年金保険
　　　65　万円

（8.8万～65万円の32等級）

　　　65　万円

（8.8万～65万円の32等級）
退職等・経過的長期

短期(介護・保健含む) 573 万円 (年度累計額)

厚年・退職等・経過的長期 150 万円 (支給月ごと)

任 意 継 続 掛 金 360,000 円（ 令和4年9月30日平均標準報酬月額 ） × 121.085 ‰ ( 介護分を含む )
標準期末

手当等の額

恩 給 条 例 払 込 金 前年度給 付額 ×　 （ 前年度当該市町村標準報酬月額　 ／　 前年度標準報酬月額総額 ）

特 定 健 診 負 担 金 150 円 　×　（令和5年4月1日の短期適用組合員人数） 　・・・　 担当：保健課   9月末納付



審査の強化、所属所への訪問懇談会、ジェネリック医薬品の普及促進など、医療給

付費の適正化を図っていくこととしております。   

これからも、組合員や家族の皆さまには、日頃からの健康管理と適正受診になお 

一層の関心をもっていただき、医療費の抑制にご協力をお願いいたします。 

 

◆収支計画 

 

 

◆短期給付財源率及び介護保険財源率 

令和５年度の短期給付の財源率は、掛金・負担金あわせて、現行の 104.88‰から

2.90‰引き上げて 107.78‰になりました。 

介護保険の財源率については、掛金負担金の算定基礎となる標準報酬総額の増

加により、介護財源率を現行の 18.00‰から 1.22‰引き下げて 16.78‰としております。 

 

 

（単位：千円、％）

区分 金　額 割　合

10,371,807 77.59

1,016,784 7.61

347,141 2.60

92,420 0.69

634,779 4.75

102,908 0.76

802,227 6.00

13,368,066 100.00

6,723,054 47.54

1,787,002 12.64

2,306,436 16.31

4 0.00

24 0.00

1,064,666 7.53

140,241 0.99

568,534 4.02

526,120 3.73

1,023,186 7.24

14,139,267 100.00

短期 △ 729,954 -

介護 △ 41,247 -
差引本年度損益金

収
　
入

支
　
出

高額医療交付金

育児・介護休業手当金交付金

その他

前年度繰越支払準備金

計

給付金

前期高齢者納付金

退職者給付拠出金

介護納付金

計

連合会払込金・拠出金

育児・介護休業手当金拠出金

その他

次年度繰越支払準備金

科　　目

掛金・負担金

介護掛金・負担金

調整・特別調整交付金

後期高齢者拠出金

病床転換支援金



 

短期給付財源率 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合 

       令和５年度                         （単位：‰） 

区 分 掛 金 負担金 

一般組合員 

短期組合員 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

50.415 53.89 

船員一般組合員 

船員短期組合員 
51.63 56.15 

長期組合員 2.80 2.80 

後期高齢者等短期組合員 2.80 2.80 

市町村長長期組合員 2.80 2.80 

任意継続組合員 104.305 － 

 

介護保険財源率 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合  

       令和５年度                         （単位：‰） 

区 分 掛 金 負担金 

一般組合員 

短期組合員 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

8.39 8.39 

船員一般組合員 

船員短期組合員 
8.39 8.39 

任意継続組合員 16.78 － 

 

 

●厚生年金保険経理                                        

被用者年金の一元化により、平成 27 年 10 月から厚生年金に加入したことにより、

新たに創設された経理です。 

全国市町村職員共済組合連合会による年金業務の一元的処理により、掛金・負担

金を収納し、収納金を連合会へ払い込む経理となっています。 

◆収支計画 

  

（単位：千円、％）

区分 科　　　目 金　　額 割　　合

負　 　  担　　　金 10,907,655 60.83

組 合 員 保 険 料 7,024,983 39.17

計 17,932,638 100.00

負 担 金 払 込 金 10,907,655 60.83

組合員保険料払込金 7,024,983 39.17

計 17,932,638 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金



 

●退職等年金経理                                          

被用者年金制度の一元化に伴い、平成 27 年 10 月から創設された経理です。 

これまでの職域部分は廃止されることとなりましたが、被用者年金一元化法の附

則において、職域部分の廃止と同時に新たな公務員制度として年金給付の制度（年

金払い退職給付）を設けることとされました。 

 

◆収支計画 

 

   
 

 

 

●経過的長期経理                                          

被用者年金制度の一元化に伴い、平成 27 年 10 月から創設された経理です。 

既裁定の公務障害、公務遺族年金等の給付に係る経理となっています。 

 

◆収支計画 

 

   

 

 

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

負　　担　　金 576,828 50.00

掛　　　　　　金 576,828 50.00

計 1,153,656 100.00

負担金払込金 576,828 50.00

掛 金 払 込 金 576,828 50.00

計 1,153,656 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

負　 　担　　金 78,415 100.00

計 78,415 100.00

負担金払込金 78,415 100.00

計 78,415 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金



●退職等年金預託金管理経理                                   

この経理は、貸付事業に係る財源として全国市町村職員共済組合連合会の退職

等年金経理の資金を活用できることとされたことから創設された経理です。 

平成 30 年 4 月から創設され、組合員貸付金の資金として、管理運用されます。 

 

◆収支計画 

 

   
 

 

 

●経過的長期預託金管理経理                                   

被用者年金制度の一元化に伴い、平成 27 年 10 月から創設された経理で、全国市

町村職員共済組合連合会から長期給付積立金の一部について預託を受け、縁故地

方債の引受けの資金として、管理運用しています。 

令和４年度に縁故地方債の償還は終了しています。 

 

◆収支計画 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

利息及び配当金 9,202 100.00

計 9,202 100.00

支　払　利　息 9,202 100.00

計 9,202 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

利息及び配当金 0 0.00

計 0 0.00

支払利息 0 0.00

計 0 0.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金



●業務経理                                               

この経理は、短期給付事業、長期給付事業の事務に要する費用を賄う経理で、所

属所からの負担金、短期経理からの繰入金及び全国市町村職員共済組合連合会か

らの連合会交付金が主な収入となっています。 

 

 

◆事務費負担金の額（1 人当り） 

   

 

 

◆収支計画 

   

（単位：円）

組合員1人当り年額

13,739

11,480

　地方公共団体負担金のうち
　短期給付相当分

(A) 6,380

(B) 2,175

(C) 4,305

(D) 879

事務費合計  （A）＋（B）＋（C）＋（D）

区　　　分

内
　
訳

　短期経理からの繰入金　　　

　連合会交付金
　〔長期給付相当分〕

　その他　　　　　　

　地方公共団体負担金（総額）

（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

162,258 62.15

67,976 26.04

11 0.00

30,798 11.80

20 0.01

261,063 100.00

220 0.08

111,564 40.80

5,740 2.10

18,470 6.75

72,084 26.36

65,414 23.91

273,492 100.00

△ 12,429 -

科　　　目

負　　　 　担　　　　金

連  合  会  交  付 金

利 息 及 び 配 当 金

支
　
出

旅　　　   　　　　　　費

職　 　員　 　給 　　与

収
　
入 短期経理より繰入金

そ　　　　の　　　　他

計

役　 　員　 　報　 　酬

差引本年度損益金

事　  　  　務　　 　 費

事務費負担金払込金

そ　 　　　の　　 　　他

計



●保健経理                                               

保健経理は、組合員とその家族の福利厚生や健康の保持増進及び疾病の早期発

見、早期治療へとつながるような各種の助成事業などを行う経理です。 

近年、医療費が増大し、短期給付財源が逼迫していることから、医療費増高対策

に対する取り組みが最も重要な課題となっています。 

平成 30 年度から令和 5 年度までの 6 年間は、「第 2 期データヘルス計画」及び「第

3 期特定健康診査等実施計画」が実施されております。この計画を基に、ＰＤＣＡサイ

クルで効率的・効果的に保健事業の実施に努め、事業運営にあたっては費用対効果

の面でも重視します。 

計画の主な健康課題として「特定健診・特定保健指導の実施率」、「重症化予防」、

「喫煙」、「肥満」の四つの課題に対し保健事業等によって対策を講じ、組合員とその

家族の健康保持・増進のため事業推進に努めてまいります。 

 

保健経理の財源率 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合  

令和５年度                               （単位：‰） 

区 分 掛金 負担金 

一般組合員 

短期組合員 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

1.89 1.89 

船員一般組合員 

船員短期組合員 
1.89 1.89 

長期組合員 

後期高齢者等短期組合員 
1.89 1.89 

市町村長長期組合員 1.89 1.89 

 

 

◆収支計画 

   

（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

379,417 97.68

9,000 2.31

20 0.01

388,437 100.00

30,278 7.09

323,975 75.84

39,476 9.24

2,640 0.62

7,935 1.86

22,902 5.35

427,206 100.00

△ 38,769 -差引本年度損益金

収
　
　
入

支
　
　
出

利息及び配当金

計

そ       の       他

計

特定健康診査等費

旅                 費

事       務       費

科　　目

掛 金 ・ 負 担 金

保  険  手  数 料

職    員    給    与

厚       生       費



◆令和５年度 保健事業の概要 

  

 
 

 

（単位：千円、人）

区分 科　　　目 前年度予算額 令和5年度予算額

組合員 12,360人

配偶者 1,040人

胃検診助成 262 324 160人

大腸がん検診助成 262 323 320人

PET検診助成 7,834 5,040 110人

レディース検診助成 20,237 24,974 2,940人

鍼灸・指圧助成 7,181 7,500 1,250人

脳ドック検診助成 24,807 20,000 1,000人

依存治療助成 92 110 禁煙治療の助成

メンタル相談室 2,220 2,500

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種助成 5,223 6,356

計 244,248 268,127

保養所利用助成 33,041 37,050

計 33,041 37,050

スポーツ大会利用助成 2,612 3,223

スポーツ施設利用助成 11,490 11,980

計 14,102 15,203

保健パンフ 131 162

健康管理者等図書配布 653 806

計 784 968

共済講座 1,306 1,612

安全衛生管理者講座 784 967

計 2,090 2,579

30 48 職員厚生費

294,295 323,975

特定健康診査 3,500 5,640

特定保健指導 19,500 31,419

その他 1,500 2,417

24,500 39,476

318,795 363,451

40歳以上75歳未満の組合員及び被扶養者に対し、
生活習慣病に関する健康診査を実施する

特定健康診査の結果により健康の保持に努める必要
がある者に対し、食生活・運動に関する保健指導を実
施する

特定健康診査・特定保健指導の推進及び啓蒙活動
生活習慣病の高リスクの受診勧奨や生活改善指導

各所属所の安全・衛生管理担当者に対する各分野の
専門家による講演等

保

養

関

係

小　　　計

特
定
健
診
保
健
指
導

その他

講
座
関
係

合　　　計

小　　　計

概　　　要

体
育
関
係

広
報
関
係

保
健
関
係

組合員及び被扶養者が保養のため指定保養所を利
用した場合に助成

組合員がｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種を受けた際、年度内1回
限り1,000円を助成する

総合検診助成 176,130 201,000

所属所の安全・衛生管理者対象

運動を通じて健康づくりを行うことを目的とし助成

カウンセラー派遣

健康講座



●貯金経理                                               

 

この経理は、皆さまからお預かりした積立金を安全かつ効率的に運用し、その収益

を還元するとともに組合員の財産の形成と生活設計に寄与することを目的とした経理

です。金利情勢は依然として低迷が続いておりますが、日本銀行がマイナス金利政

策を導入した影響で、今後の資金運用先の確保が非常に難しくなっており、共済貯金

の残高も増えることが予想されます。 

 

◆収支計画 

   
 

◆貯金概要 

   

 

 

 

●貸付経理                                               

この経理は、組合員の皆さまが住宅建設あるいはご家族の入学・修学・医療等に

費用が必要となったときに貸付を行い、組合員の生活の安定を図ることを目的とした

経理です。 

 

 

（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

187,976 100.00

0 0.00

187,976 100.00

27,765 17.63

520 0.33

4,572 2.90

114,890 72.97

9,709 6.17

157,456 100.00

30,520 -

科　　目

利息及び配当金

支   払   利   息

差引本年度損益金

収
 

入

支
　
出

計

職   員   給   与

旅               費

事      務      費

そ      の      他

計

有価証券売却益

（単位：千円、人、％）

科　　目 令和４年度末見込 令和５年度末推計 比較増減

貯 　　金　  額 19,048,120 19,657,660 609,540

貯  金  者  数 6,617 6,767 150

1人当たり貯金額 2,879 2,905 26

組合員加入率 29.07 29.35 0.28

支  払  利  率 0.60 0.60 0.00



◆令和５年度の貸付利率 

   

 

◆収支計画 

   
 

◆貸付金の配分計画 

 

普通・特別・住宅貸付 災害貸付 在宅介護対応住宅貸付

1.26% 0.93% 1.00%

（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

15,000 99.18

124 0.82

15,124 100.00

7,297 39.20

100 0.54

227 1.21

9,200 49.43

1,790 9.62

18,614 100.00

△ 3,490 -

科　　目

組合員貸付利息

支　 払　 利 　息

差引本年度損益金

収
 

入

支
 

出

計

職 　員　 給 　与

旅　 　　　　　　費

事　　　務　　　費

そ　　　の　　　他

計

そ　　　の　　　他

（単位：件、千円、％）

件数Ａ 金額Ｂ 割合 件数Ｃ 金額Ｄ 割合
件数

（Ｃ-Ａ）
金額

（Ｄ－Ｂ）
割合

373 230,002 18.48 342 214,498 18.69 △ 31 △ 15,504 0.21

338 898,199 72.16 300 817,847 71.25 △ 38 △ 80,352 △ 0.91

25 26,662 2.14 24 23,069 2.01 △ 1 △ 3,593 △ 0.13

家 　財 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

住　 宅 1 2,547 0.20 1 2,443 0.21 0 △ 104 0.01

再貸付 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

計 1 2,547 0.20 1 2,443 0.21 0 △ 104 0.01

医 　療 6 3,113 0.25 6 6,115 0.53 0 3,002 0.28

入 　学 51 24,781 1.99 48 22,926 2.00 △ 3 △ 1,855 0.01

修 　学 99 46,905 3.77 105 49,187 4.29 6 2,282 0.52

結　 婚 17 10,935 0.88 14 9,137 0.79 △ 3 △ 1,798 △ 0.09

葬 　祭 2 1,589 0.13 3 2,609 0.23 1 1,020 0.10

計 175 87,323 7.02 176 89,974 7.84 1 2,651 0.82

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

912 1,244,733 100.00 843 1,147,831 100.00 △ 69 △ 96,902 -　

比　　　較

在宅介護対応住宅貸付

普通貸付

住宅貸付

災
害
貸
付

種　　　類
令和４年度末貸付金見込

合　　計

特
別
貸
付

高 額 医 療 貸  付

出  産  費   貸  付

令和５年度末貸付金推計


